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　経済的不平等つまり所得分配におげる不平等の間題にっいては，とりわげ近年内外の
専門家の聞では活発な研究活動が展開されている。とくに著著A．B．アトキソソソ教授
（英国・エセヅクス大学）は，この分野の理論および実証面で数多くの秀れた業績をあ
げている代表的研究老として薯名である。そして薯者は本書の目的を，「人々の所得と
資産にみられる格差の本質と原因を理解するために，経済分析はどのような貢献をなす
ことができるかを検討することにある」（3ぺ一ジ）と述べる。
　ブロソヘソプレナー（M．B．Bro皿f㎝brenner）やジョソソン（H，Joh鵬on）の薯作
に集約されるように，概して所得分配理論に関する標準書は，依然として生産要素間へ
の所得分配の問題に重きを置く傾向がある。著老はかかる根強い伝統的方法に対して，
要素所得の分配は必要最小限に扱い，人的所得分配の問題をその中心課題にすることを
意図している。
　また所得と資産の不平等という主題に対処するため，本書においては数量分析の必要
性が一貫して強調される。著者は「統計論議は退屈なものかもしれないが，しばしぱ用
いられる先入観に頼る方法よりは，数字を見ることの方がずっと好まLいように思える」
（257ぺ一ジ）とその態度を明確にLてい孔薯老の基本的立場を要約するならぱ，まず
所得や資産がいかに分布しているかを観察することから始める。その際，利用可能な統
計数字の信頼性を検討したのち，統計の不完全性・欠陥を修正Lた場合には，所得や資
産の分布はどのような様相を呈するかを改めて指摘する。次に，観察される所得や資産
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の格差は，いかなる要因によって説明できるかを考察する。ここでも，経済的不平等を
もたらす諸原因を理論的に究明するだげではなく，不平等はいかなる要因によってどの
程度説明されうるのかという数量分析の立場を重視する。最後に，所得や資産の再分配
を実施するため，政府の措置はいかたる影響を及ぽすことができるかを，特に数量的に
分析する。
　以上のように，本書は元来所得分配のテキストとして企てられているが，人的所得分
配の問題を中心的に取り扱い、数量分析を重視するという点で，類書と比べ薯しい特色
をもつものといえる。
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　本書の全体は13章から構成されており，序章と最終章および巻末の文献案内を除くと
内容的には大きく五つに分けることができよう。
　第1に，第2章から第4章にかけて，所得と資産分布の現状を把握する試みが展開さ
れる。まず予備的に二つの章がおかれ，所得と資産の分布の様々な側面を概観するとと
もに，分析を進めるさいに生じる概念上の問題点が検討される。すなわち第2章におい
ては，英国の統計にもとづいた度数分布・ローレソツ曲線・ベソ（J・Pen）のパレード
などを用い．特に所得・資産分布の上方に犬きな偏りが見られ，最頻値は平均所得を下
回る点を示す。同時に所得分布の動きは，収入（eamingS）および資産という二つの構
成要素によって規定されることを明らかにする。第3章では，所得分布の分析を行う場
合に直面する概念上の諸間題，例えぱ所得や期間の定義，分析単位（個人，家族，家計）
の相違について考察し，それらが不平等の度合にいかなる影響を及ぽすかを論じる。さ
らに不平等の測定尺度とLて，ジニ係数・ローレンツ曲線およびアトキソソソ係数を取
り上げ，所得分布を比較するときには，分配に関する杜会的価値判断の導入が必然化さ
れる点を説明する。
　続いて第4章において，英国と米国の公的統計を基礎に，所得分布の状況は戦後平等
化の方向に変化していることを指摘する。しかしながらこれらの統計は，一般に，家族
規模の考慮・所得の定義・インフレーショソヘの配慮・生涯所得の無視など多くの面で
問題点を含むため，慎重に受げ止める必要があると注意を促す。
　所得分布の統計的な検討を十分に終えたのち，収入の格差はいかに説明されるかとい
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う第2の課題に移る。この領域については，これまで極めて活発に研究がなされている
が，まず第5章において，単純化された形の人的資本理論を説明することから始める。
つまり，完全競争的な労働市場や能力・機会の均等のほかいくっかの仮定のもとで，収
入は教育期間が長けれぱ長いほど，そして利子率が高けれぱ高いほど大きく底げれぱな
らない点を示す。次に，職場訓練，教育費用、収入のライフ・サイクル，失業，不確実
性などの要素を考慮に入れる方向性を示唆する。さらに実証研究の成果に言及したの
ち，r収入格差の一部は訓練収益に帰因することを指摘する点で，人的資本理論は貴重な
役割を果たしたが，そ棚こよって蚊入不平等のすべてが説明しつくされるものではない」
（86ぺ一ジ）と結論する。第5章の後半では，各個人が等しい能力と機会を有するとい
う仮定を除く。知力・体力の差異や家庭条件の相違がいかに訓練費用と訓練収益に影響
を与えるかを検討するとともに，以上の要因が収入といかなる関連性をもっかにも論及
する。
　さらに第6章においては，労働市場の完全競争性の仮定を取り去る。まず，労働組合
や雇用者の独占力が収入格差の構造に及ぽす効果についての研究に触れる。また，収入
格差の原因は労働の供給側のみにあるのではなく，労働需要の特質にも依存する。Lた
がって，雇用待機の状況や企業の雇用慣行・内部労働市場の特徴が，収入の格差を説明
するさい重要な要素になると論じられる。
　さて，第3の問題は資産分布である。第7章で英国の遺産税データに基づき，資産分
布のジニ係数は高い集中度を示すが，趨勢的には低下している点を見い出す。Lかし，
データの不備や評価方法の相違，課税回避などの間題点が大きいことを強調する。また
米国では資産の集中度は薬国より小さいが，1950年以後犬きな変化は見られないと指摘
する。さらに，年齢階層別の集中度を調ぺ，r資産の集中は個人の生涯にわたるたえま
ない収入の蓄積によって説明されうるとする見解は，事実とは矛盾する」（142ぺ一ジ）
と述べる。引き続き第8章において，資産蓄積への可能性に言及した後，資産の相続・
継承に関する諸々の側面（相続形態，家族の規模，婚姻）が資産分布の平等化に及ぽす
影響を検討する。また，資産の相続が不平等度を永続させる主要な原因になっている点
を明らかにし，資産分布の平等化を促進するには，生涯を通じて受け取る資産譲渡の制
限や，基金設立とか私有財産制に対する制限などが必要であると指摘する。
　これまでに所得分配の不平等は，労働所得の分布と資産の集中度に依存することを見
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てきた。ところで一般に，高所得着にとってはその所得のうち資産所得が占める割合が
高く，他方低所得老階層はもっぱら労働所得に頼るものと考えられる。したがって所得
不平等は，要素所得の相対的重要性にも依存すると解釈できる。このような視点から，
第9章において要素所得の分配について要点を論述する。かかる第4の課題については，
まず英・米を始めとするほとんどの先進国において、国民所得に占める労働の分け前は
2／3から3／4であり，長期的には上昇傾向にあるという事実を示す。その後，要素所得
決定に関する新古奥派理論，団体交渉理論，カルドア理論，ラディカル・エコノミック
スの説明を取り上げ，その特徴や問題点の検討を行な㌔
　最後に，二つの重要な問題が考察される。まず第10・11章においては，貧困と所得維
持政策の間題が扱われる。貧困はそれぞれの杜会の生活水準・慣行に即して相対的な意
味で定義する必要がある点を述べ，英・米の貧困の度合を探る。そして，貧困の原因と
して老齢がその重要さを増し，大家族ゆえの貧困という現象は少なくなりつつあるが，
疾病・失業・働き手の死去など予期せぬ所得の中断も，貧困の大きな原因になっている
点を示す。さらに，貧困のライフ・サイクル性と人種差別が貧困に及ぽす影響を論じた
のち，r貧困はたんに例外的な環境や少数派の問題と見なすことはできない。先進国に
おける貧困を除去するには，大規模かつ広汎た措置を要する」（211べ一ジ）と述べ・第
10章を結ぶ。続いて第11章では，所得維持政策をめぐる様々な問題点が論究され乱現
在の杜会保障制度では最低生活水準を保障することが困難である。また生活保護の諸施
策は多くの適格老を適用外に置くとか，しぱLぱ高い実効限界税率を意味するため，勤
労意欲に悪影響を及ぽすといった欠陥をもつ。このような理由のため，負の所得税を通
じて所得維持の問題に対処することが考えられる点を，データをもとに説明する。
　そして第12章において，世界における所得分布の間題を考える。統計によれぼ，各国
の1人当りの平均所得にもとづく国際間の所得分布は格差が大きく，一国内でみられる
分布よりも集中の度合が高い。だがここでも，適切な国際比較を行なうためには，デー
タの質，為替レートの適格性，発展途上国の所得の遁少評価傾向，年齢・家族構成や風
土の相違など多くの点に注意を払わなけれぱ泣ら凌いと指摘する。また各国内に存在す
る不平等を考慮に入れるならぱ，世界の所得分布はさらに大きな集中度を示すことがわ
かる。しかL現行の対外援助は，世界の所得再分配政策とLては効果の限られたもので
あり，それ故国際的な負の所得税をその一策として提案す乱
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　以上において，本書の特色と内容を簡単に紹介Lた。さきに述べたように，所得不平
等の間題を数量的に把握Lて分析を展開する点に，本書の大きな特徴がみられ乱とく
に最近，わが国においてもその重要性が再認識されている所得の平等・公正といった間
題を考える場合，たんに統計数字の上で所得分布の現状を観察するに留まらず，真の意
味を理解する必要があることは言うまでもない。本書には著着ならではと思える文献へ
の精通，適切なデータ・計量分析の紹介，深い理論的な洞察が潜んでおり，専門家・非
専門家を間わず，この分野に興味を持つ人々にとっては，非常に有益なものになること
は疑いないであろう。
　また本書は類書に見られないほど，所得分布に関する統計・計量・理論分析の多岐に
わたる展望を含み，それが大きな長所の一つになっている。加えて巻末のスタディ・ガ
イドと400余の文献は，一層の研究をめざす人々に対してはこの上なく貴重な指針とな
ることと確信する。’
　但L本書の分析は，主に英国・米国のデータに隈定されている。したがって，これら
の国の所得分布の状況や趨勢的な動きを知るには大いに役立つが，本書の結果をそのま
まわが国の場合に適用することはできない。そのためにはむしろ，本書の分析視点の中
でわが国に妥当する都分を，わが国のデータを用いて再検討するような研究の出現を待
た注げれぱならないであろう。さらにあえて言うならぱ，本書におげる薯老は，白らの
見解を意識的に差し控えているような印象を受けないでもない。著者がこの分野の代表
的な研究老であることを考えると，たとえ本書の主要目的が教育面にあるものとはい
え，様々な理論分析の適否，各計量分析の間題点，政策提言などについて，より積極的
た著老の判断表明を望む読者も少なくないと思う。
　おわりに，前述の通り，本書は要素所得の分配には1章を割くにすぎず，人的分布の
側面に重点を置くという点で，他の所得分配の標準書とは趣を異にする。とかく人的所
得分配が軽視される傾向に対して，本書は大きな警鐘の役割を果たすかもしれない。
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